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【略語】
・法……………………法人税法(昭40法律第34号)
・令……………………法人税法施行令(昭40政令第97号)
・規則…………………法人税法施行規則(昭40大蔵省令第12号)
・地方法………………地方法人税法(平26法律第11号)
・地方令………………地方法人税法施行令(平26政令第139号)
・措置法………………租税特別措置法(昭32法律第26号)
・措置法令……………租税特別措置法施行令(昭32政令第43号)
・措置法規則…………租税特別措置法施行規則(昭32大蔵省令第15号)
・震災特例法…………東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律(平23法律第29号)
・震災特例法規則……東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行規則(平23財務省令第20号)
・耐用年数省令………減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭40大蔵省令第15号)
・令和2年旧令 ………令和2年6月改正前の令
・法基通………………昭和44年5月1日付直審(法)25「法人税基本通達の制定について」（法令解釈通達）

〇 この申告書作成上の留意点は、法人税申告書の作成に当たり、誤りやすい点や留意事項を別表ごとにまとめたものです。

〇 実際の確定申告等に当たっては、この申告書作成上の留意点のほか、各別表の記載要領(国税庁ホームページ「法人税及
び地方法人税の申告(法人税等各種別表関係)」に掲載の記載要領)や、関係法令等をご参照ください。

〇 グループ通算制度固有の別表は対象としていないため、グループ通算制度適用法人については、国税庁ホームページ
「申告書別表の記載例等(グループ通算制度適用法人用)」を併せてご参照ください。

〇 中小企業者等の法人税率の特例(措置法42の3の2)をはじめとする法人税関係の租税特別措置の適用を受けようとする場
合には、租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律に基づき、｢適用額明細書｣を作成し、法人税申告書に添付して
税務署に提出する必要があります。適用額明細書の記載方法については、国税庁ホームページ「適用額明細書の記載の手
引」をご参照ください。

活用に当たっての留意事項

【 法 人 税 等 各 種 別 表 関 係 】

【申告書別表の記載例等(グループ
通 算 制 度 適 用 法 人 用 ) 】

【適用額明細書の記載の手引】
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